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特集報文：「真の豊かさ」を実感できる社会を目指して 
～第5次社会資本整備重点計画を支える技術開発～ 

下水処理場を活用した資源・エネルギーの有効利用技術の開発 
～土木研究所におけるバイオマス有効利用に向けた取組み～ 

重村浩之
 

1．はじめに1 

 近年、下水道事業においては、下水処理場内で

発生する下水汚泥をバイオガス化や堆肥化する等

の資源有効利用の取組が盛んに行われている。ま

た、下水処理場において、生ゴミ等の下水処理場

外で発生するバイオマスを集約し、下水汚泥と共

同で処理する取組も一部で行われている。我が国

においては2050年までにカーボンニュートラル

を目指しており、下水道事業においても、資源・

エネルギーの有効利用の取組はますます重要と

なっている。また、第5次社会資本整備重点計画

の重点目標 6として、「インフラ分野の脱炭素

化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の

質の向上」が掲げられており、下水道分野におい

ても、温室効果ガス排出削減量や、下水道バイオ

マスリサイクル率に係る指標が掲げられている。 

 本報文では、平成28年度～令和3年度の土木研

──────────────────────── 
Development of Technology for Effective Use of 
Resources and Energy Utilizing Sewage Treatment 
Plants 

究所第4期中長期計画期間の研究開発プログラム

において、資源有効利用や温室効果ガス排出削減

のために土木研究所で取り組んでいる、下水資源

で培養した藻類のエネルギー化技術、下水処理場

内での草木系バイオマスの有効利用技術の開発動

向について紹介する。 

2．下水処理場を活用したバイオマスエネル

ギー生産手法の開発 

 下水中には、窒素やリンといった栄養塩が豊富

に含まれており、これらを活用し、藻類を培養す

ることが可能である。藻類は増殖する際に二酸化

炭素を取り込むため、培養した藻類のエネルギー

化は温室効果ガス削減に資すると考えられている。

下水資源を用いた藻類培養は他でも取り組まれて

いる事例があるが1)、土木研究所においては、特

定の藻類種ではなく、下水中に含まれる土着の藻

類について、下水中の栄養塩のみで培養し、エネ 

 

 

図-1 下水処理場を活用したバイオマスエネルギー生産手法の開発に関する研究のスキーム図  
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ルギー化する手法を検討している。これにより、

特定の成分を加えることなく、比較的簡易に藻類

を大量に培養し、再生可能エネルギーを増産する

ことを目指している。 

 本研究のスキーム図を図-1に示す。主な研究内

容は、下水資源を利用した藻類培養の高効率化、

培養藻類の回収・濃縮技術の開発、下水汚泥と培

養藻類の混合物のメタン発酵である。その研究成

果の一部として、培養藻類エネルギー化における

エネルギー収支の一例を図 -2に示す。2種類の培

養槽で藻類を培養した結果を示している。下水を

用いて藻類培養を行い、培養した藻類を回収・濃

縮して、メタン発酵装置に投入してバイオガス化

（メタンガス化）するのに消費するエネルギーと、

藻類から得られたバイオガスが有するエネルギー

を比較した。培養槽により収支に差違があるが、

生成されるエネルギーの方が大きい結果となり、

培養藻類をメタン発酵することにより、エネル

ギー生産が可能であることが示された。 

 本研究においては、これ以外にも、培養した藻

類の回収・濃縮技術の開発や、下水の熱を活用し

た冬季における培養方法、効率的な培養槽の攪拌

方法、ライフサイクルCO2計算手法等について検

討を進めている。今後、本技術の実用化に向けて

は、より大規模な培養槽を用いた実証実験が必要

になると考えられ、それに向けて研究成果をとり

まとめている。 
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 図-2 培養藻類エネルギー化におけるエネルギー収支  

 

3．下水処理場を活用した草木系バイオマス

有効利用技術の開発 
3.1 草木系バイオマスの活用について 
 現在、複数の下水処理場において、生ゴミ等の

下水処理場外で発生するバイオマスを受け入れて、

下水汚泥とともにバイオガス化したり、肥料にし

たりしている事業が取り組まれている2)。生ゴミ

については、その性質上、下水処理場内のメタン

発酵施設においてバイオガスに分解されやすく、

有効利用方法はほぼ確立されている。一方、草木

系バイオマスについては、バイオガスへの分解性

は、下水汚泥や生ゴミと比べて、メタンへの転換

率が劣るというデータが示されている3)。刈草や

剪定枝といった草木系バイオマスは、河川や道路

の管理で大量に発生するため、土木研究所におい

ては、有効利用手段の一つとして、下水処理場に

おける活用方法を研究している。本研究のスキー

ム図を図-3に示す。主な研究内容は、剪定枝等を

下水汚泥焼却施設の補助燃料に活用する手法検討、

刈草等を下水汚泥の脱水助剤として活用する手法

検討である。 

3.2 剪定枝等を下水汚泥焼却施設の補助燃料に活

用する技術 
 下水処理場で発生する下水汚泥については、比

較的規模の大きな処理場を中心に、焼却施設で燃

やして灰にしている。この焼却施設の補助燃料と

して、重油等の化石燃料が使用されているケース

が多い。下水道事業から排出される温室効果ガス

のうち、 5.2%は燃料由来であり 4)、カーボン

ニュートラルの実現に向けては、化石燃料の使用

量の削減が望まれる。そのため、土木研究所にお

いては、下水汚泥焼却施設で使う補助燃料につい

て、化石燃料の代わりに剪定枝等の破砕物を用い

るための研究を進めている。また、これらの技術

を活用することで、温室効果ガス排出削減のみな

らず、河川事業や道路事業から発生する剪定枝等

の有効利用にも資することとなり、循環型社会の

構築に重要な技術と考えている。 

 本研究においては、これまで、本技術を用いる

ことによる化石燃料（A重油）の代替量や、本技

術を用いた場合のエネルギー収支検討、下水処理

場内の設備を用いた剪定枝破砕物の移送実験、剪

定枝燃焼後に発生する灰が焼却炉内に付着すると
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いう懸念事項への対策、必要なシステム構成、ラ

イフサイクルCO2計算手法等について検討を進め

ている。その研究成果の一部として、剪定枝破砕

物を化石燃料に代わりに燃料として用いた場合の

消費エネルギー量試算の一例を図-4に示す。従来

システムは化石燃料を補助燃料として用いて下水

汚泥を燃焼させるシステムであるのに対し、本シ

ステムは化石燃料の代わりに剪定枝破砕物を用い

たシステムである。本システムについては、剪定

枝を破砕する際の消費エネルギーが追加されるが、

全体で15％の消費エネルギー量削減という試算

結果となり、温室効果ガス排出量削減に貢献でき

る技術であると考えられる。 

 現在、本技術においては、民間企業や大学と共

同研究を進めており、技術の確立に向けて研究を

進めている。今後、本技術の実用化に向けては、

試験機等を用いた実証実験が必要になると考えら

れ、それに向けて研究成果をとりまとめている。 

3.3 刈草等を下水汚泥の脱水助剤として活用する

技術 
下水汚泥は、発生時の固形物濃度は1～2%程度

（含水率が99～98%程度）であり、ほとんどが水

である。下水汚泥は、最終的には場外搬出される

ケースが多いが、このままでは効率的に搬出でき

ず、また、下水汚泥焼却施設でも水分が多すぎる

ので燃やしにくい。このため、下水汚泥中の水分

の大半を取り除く必要がある。このため、ほとん

どの下水処理場では、下水汚泥について、機械を

用いて脱水している。脱水を行うことで、下水汚

泥の含水率は80%程度まで下がり、見た目も固形

状となる。汚泥の重量自体も大幅に下がり、場外

搬出も容易となる。また、下水汚泥の脱水を効率

的に実施するため、下水汚泥に凝集剤と呼ばれる

化学薬品を混和して脱水するケースが多いが、下

水処理場の維持管理費に占める薬品費の割合は

3.2%であり5)、これの使用量を削減することで、

下水道の維持管理費低減に貢献できる。 

下水汚泥に繊維分を混ぜることで脱水が促進さ

図-3 下水処理場を活用した草木系バイオマス有効利用技術の開発に関する研究のスキーム図  
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れることについては、いくつかの研究で報告され

ている6)。土木研究所は、この下水汚泥の脱水促

進のため、繊維分を多く含む刈草等の破砕物を混

ぜることで、下水汚泥からさらに多くの水分を取

り除いて、汚泥を軽量化するための研究を実施し

ている。また、刈草を混ぜることで凝集剤の使用

量を削減することができれば、維持管理費の低減

も期待できる。また、下水汚泥焼却施設への剪定

枝破砕物の適用と同様に、河川事業や道路事業か

ら発生する刈草等の有効利用にもなり、資源有効

利用による循環型社会の構築に重要な技術と考え

ている。 

本研究においては、これまで、本技術を用いる

ことによる下水汚泥の含水率低減効果の確認、汚

泥重量削減によるコストメリットの試算、試験機

や実施設を用いた刈草の下水汚泥混合脱水試験を

実施し、ライフサイクルCO2計算手法等について

も検討を進めている。実施設を用いた実験におい

て、汚泥重量や凝集剤の添加量について、10%程

度の減少を確認している。 

今後は、刈草等草木系バイオマスが混合してい

る下水汚泥の有効利用手法の検討に取り組みたい

と考えている。発生した刈草混合脱水汚泥を、肥

料や燃料等として有効利用することで、本技術が

確立されると考えている。現在のところ、刈草混

合脱水汚泥の有効利用手法は未検討であり、今後、

カーボンニュートラル推進のためにも取り組んで

行きたいと考えている。 

3.4 下水汚泥と刈草の混合嫌気性消化の効率向上

技術 
 本研究では、生ゴミや下水汚泥と比較してバイ

オガスへの転換率が比較的小さい草木系バイオマ

スについて、嫌気性消化の効率向上手法について

検討した。植物の部位によってバイオガスへの転

換率に差があると考え、刈草について、葉、茎、

根の部位別に、バイオガスの発生量を調査した。

その結果、葉と根が、茎よりもバイオガス発生量

が大きいという結果となった。 

4．まとめ 

 現在、土木研究所において、下水処理場を活用

した資源・エネルギー有効利用技術として開発し

ている、下水資源で培養した藻類のエネルギー化

技術、下水処理場内での草木系バイオマスの有効

利用技術の開発動向について紹介した。今後とも、

開発している技術を確立し、下水道分野の脱炭素

化に貢献できるよう、研究を進めていく所存であ

る。 
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